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平成２８年度

京都市水道事業・公共下水道事業

決算概要
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１ 平成２８年度決算の概要

① 収入を左右する水需要は，節水型社会の定着により，これまで減少が続いてきたが，夏場の気温が上昇した

ことや使用者数の増加により微増。これに伴い，水道料金は1億4百万円，下水道使用料は88百万円の増収

＜ 水 道 料 金 ＞ H27 ： 274億79百万円 → H28 ： 275億83百万円 【＋1億4百万円，＋0.4％】

（有収水量（水道料金の基となる水量）は前年度比＋0.3％）

＜ 下水道使用料 ＞ H27 ： 221億40百万円 → H28 ： 222億28百万円 【＋ 88百万円，＋0.4％】

（有収汚水量（下水道使用料の基となる水量）は前年度比＋0.3％）

② 当年度純損益は，水道事業・公共下水道事業ともに黒字を確保

＜ 水 道 事 業 ＞ H27 ： 55億69百万円の黒字 →  Ｈ28 ： 55億74百万円の黒字 【＋ 5百万円】

＜ 公共下水道事業 ＞ H27 ： 47億32百万円の黒字 →  Ｈ28 ： 46億89百万円の黒字 【△43百万円】

（黒字分は，現金収入を伴わない利益の増加分を除き，水道事業は34.7億円を建設改良事業に，下水道事業は37.7億円を企業債償還の財源に充当）

③ 企業債未償還残高は，水道事業において，老朽化した水道管更新のスピードアップによる建設投資の増加に

伴い増加したものの，公共下水道事業は減少

＜ 水 道 事 業 ＞ H27末 ： 1,594億円 → H28末 ： 1,616億円 【＋ 22億円】

＜ 公共下水道事業 ＞ H27末 ： 3,252億円 → H28末 ： 3,153億円 【△ 99億円】

平成28年度は，「京（みやこ）の水ビジョン」の後期5箇年の実施計画である「中期経営プラン
（2013－2017）」の4年目に当たり，プランに掲げた目標の達成に向けて着実に事業を推進した。
また，平成29年度から実施する，山間地域における上下水道事業の水道事業・公共下水道事業へ
の統合に向け，施設の整備等を完了させた。
経営面においては，減少が続いていた水需要が微増に転じるとともに，営業所の再編（7営業所
→6営業所）や職員定数の削減（△22人）など，効率的な事業運営に努めた結果，水道事業では2年
連続の黒字に，公共下水道事業では7年連続の黒字となった。
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中期経営プランに掲げた主な数値目標

24年度

（策定時）

28年度

目標

28年度

実績

29年度目標

(プラン目標)

水
道

配水管更新率 ０．５％ １．１％ １．１％ １．２％

有収率 ８６．３％ ８８．８％ ９０．４％ ９０．０％

管路の耐震化率 ９．４％ １４．１％ １３．６％ １５．４％

主要管路の耐震適合性管の割合 ４１．６％ ４７．９％ ４８．５％ ４９．５％

道路部分の鉛製給水管の割合 １７．１％ ３．２％ ４．２％ ０％

下
水
道

雨水整備率（10年確率降雨対応） １９．５％ ２３．６％ ２３．６％ ２８．０％

合流式下水道改善率 ３９．０％ ６１．７％ ６３．１％ ６６．２％

下水道人口普及率 ９９．３％ ９９．５％ ９９．５％ ９９．５％

高度処理人口普及率 ４８．０％ ５２．１％ ５３．２％ ５３．２％

共
通

職員定数 １,３９９名 １，２５５名 １，２５５名 １，２４９名

企業債残高（水道及び公共下水道） ５,２４２億円 ４,８７０億円 ４,８２３億円
（翌年度延伸分含む。）

４,７２２億円

※ 人口普及率及び職員定数以外は，山間地域における上下水道事業分を除く。
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28年度末時点で，29年度目標
（プラン目標）を上回り達成



２ 平成２８年度の主な実施事業

● 上水道機能維持・向上対策 １１６．５億円

・ 老朽化した水道管更新のスピードアップ ＜76.3億円＞
幹線・支線配水管の布設替え ： 27.0ｋｍ
【配水管更新率 （配水管総延長に対する年間更新延長の割合）

H20～24平均：0.5％ ⇒ H28：1.1％
⇒ H29（プラン目標）：1.2％】

・ 蹴上浄水場第１高区配水池の更新 ＜8.1億円＞
・ 松ケ崎浄水場ちんでん池流出弁の更新 ＜4.1億円＞
・ 連絡幹線配水管の布設 ＜5.8億円＞

● 浄水処理強化対策 ０．８億円

・ 水質自動監視装置増設及び機能増設

● 鉛製給水管の取替え ３０．９億円

・ 道路部分における鉛製給水管取替え

● 庁舎建設 ２０．３億円

・ 太秦庁舎（山ノ内浄水場跡地）の整備
【平成29年7月開庁】（総事業費36億円）

【水道事業】 ＜上水道整備事業 １６８．５億円＞

老朽化した水道管の更新

第１高区配水池（蹴上浄水場）の更新

太秦庁舎外観

道路部分の鉛製給水管の割合
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● 下水道機能維持・向上対策 １０１．４億円

・ 水環境保全センター施設の改築・更新 ＜65.5億円＞
・ 管路地震対策（老朽管更新，耐震化） ＜17.3億円＞
・ 災害用マンホールトイレの整備 ＜ 1.5億円＞

● 浸水対策 ５３．８億円

・ 雨に強いまちづくりに向けた雨水幹線の整備 ＜26.2億円＞
（山科三条雨水幹線，新川6号幹線，花見小路幹線 等）

【雨水整備率（下水道事業計画区域のうち10年確率降雨への対応が完了した面積の割合）
H24：19.5％ ⇒ H28：23.6％

⇒ H29（プラン目標）： 28.0％】

● 水環境対策 ２５．６億円

・ 朱雀北幹線（朱雀地域），伏見水環境保全センター高速ろ過
設備等の整備による合流式下水道の改善 ＜10.9億円＞

・ 下水高度処理施設の整備 ＜ 5.5億円＞

● 創エネルギー対策 １５．１億円

・ 鳥羽水環境保全センター汚泥消化タンクの整備

【公共下水道事業】 ＜公共下水道建設事業 １９５．９億円＞

山科三条雨水幹線

伏見水環境保全センター

消化ガスの利用

合流式下水道の改善イメージ
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● 中川・小野郷地域水道の整備等 ６．９億円

・ 中川浄水場整備，連絡配水管布設等 【完了】

● 京北中部地域水道の再整備 ２２．１億円

・ 配水管布設，配水池等整備 【完了】

● 細野地域水道の再整備 １．７億円

・ 配水池等整備 【完了】

【山間地域の上下水道事業】 ＜水道施設の再整備事業等 ３０．７億円＞

周山配水池（京北中部地域水道）

余野配水池（細野地域水道）

中川浄水場（中川・小野郷地域水道）
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 有収水量及び有収汚水量

＜対前年度比＞

（千 ）

（年度）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

有収水量 △1.3％ △0.9％ △2.0％ △0.2％ ＋0.3％

有収汚水量 △1.7％ △1.2％ △1.8％ ＋0.1％ ＋0.3％

節水型社会の定着による減少傾向が続く中，有収水量・有収汚水量ともに微増

３ 財政状況等

222,002

181,579

213,298

165,842

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

220,000

230,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

有収汚水量

有収水量

ピーク時の水量と28年度の比較
有収水量 △22％ （H2：213百万 → H28：166百万 ）

有収汚水量 △18％ （H9：222百万 → H28：182百万 ）

水道使用以外の水量（地下水等）が増加

6年ぶりに微増

2年連続の微増

28年度は，夏場の気温上昇や使用者数の増加に

より水需要が微増

（業態別ではホテルやレストラン等の使用水量の

増加が寄与）

-6-



285 

276 

271 272 

265 

260 

270 

276 274.8 275.8

257 

250 

244 
247 

241 

236 

229 

221 221.4 222.3

200

210

220

230

240

250

260

270

280

290

300

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

水道料金収入 下水道使用料収入

 水道料金収入及び下水道使用料収入

（億円）

使用水量の増加に伴い，水道料金・下水道使用料収入は微増

平成２５年１０月検針分から料金改定

水道料金 （＋９．６％）

下水道使用料 （△３．０％）

（年度）

注 消費税及び地方消費税を除く

-7-



 55.0

19.7

 5.4

55.7 55.7

34.4
40.2

11.3

47.3 46.9

31.1
29.5 29.9

33.8 34.9 35.6

 80

 60

 40

 20

0

20

40

60

80

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

水道事業 公共下水道事業

 当年度純損益

※ 民間企業等との比較を容易にし，経営状況を的確に把握できるようにすることなどを目的に，地方公営企業法及び

関係政省令の改正が行われ，平成26年度から地方公営企業の会計処理等が見直された。

平成26年度は移行時の会計処理として，退職給付引当金や賞与引当金などを特別損失として計上

水道事業・公共下水道事業ともに黒字を確保

は旧会計基準で算出した場合の純損益である。

山ノ内浄水場の廃止に伴う除却

費等の特別損失（△58.4億円）を

計上

現金収入を伴わない利益の増加分を除き，

水道事業は建設改良事業の財源に，

下水道事業は企業債償還の財源に充当

（億円）

新会計基準の導入により，現金収入

を伴わない利益を計上することとなっ

たため利益が増加

26年度～

新会計基準 （※）
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公共下水道事業

水道事業

 企業債未償還残高

（億円）

（年度末）

水道事業は増加，公共下水道事業は減少

水道事業では，水道管更新の

スピードアップにより増加

ピーク時（13年度末：7,100億円）から

△2,332億円（△33％）削減

0

-9-



（参考）各会計の決算状況

第１ 水道事業特別会計
１　業務量

２　主要事業
　 　水道整備計画（中期経営プラン）

実績は翌年度繰越分を含む。

(%)

(%)

(%)
導水管,送水管,配水管(φ200ｍｍ以上)の
総延長に対する耐震適合性管の延長の割合

(%)

　 　平成28年度事業

億 百万円

【取水・導水施設】
　第1疏水第1トンネル補修，疏水分線取水口法面補強
【浄水施設】
  蹴上浄水場：第1高区配水池改良，緊急遮断弁設置
  松ケ崎浄水場：ちんでん池流出弁更新，ろ過池改良
  新山科浄水場：3・4系急速ろ過池改良

116 44
  幹線配水管：布設替え3.7km，布設1.0km
  支線配水管：布設替え23.3km，布設2.0km
  補助配水管：布設替え11.0km，布設5.3km

(76 31)   配水管更新率：1.1%
(38 95）   配水管相互連絡，水道管路の耐震化等
83   水質自動監視装置増設及び機能増設

30 90   鉛製給水管の取替え（道路部分）：12,601件
20 28 　太秦庁舎の整備
168 45

主　　な　　事　　業　　内　　容

事

業

効

果

88.8 90.4 90.0

主 要 管 路 の 耐 震
適 合 性 管 の 割 合 目標 49.5 44.0 45.5 46.9 47.9 48.5 49.5

目標 15.4 10.5 11.4
91.0

管 路 の 耐 震 化 率 14.1 13.6 15.4 15.4
有 収 率 目標 90.0 87.3 87.3 88.7

49.5

道 路 部 分 の 鉛 製
給 水 管 の 割 合 目標  0.0 13.5 10.2 7.1 3.2 4.2 0.0 0.03.2

88.8
14.1

48.7

庁 舎 建 設
計

上水道機能維持・向上対策 【配水施設】

173.09 160.00 164.00
計画 予算

173.09

　　　　　　　　　　  　     年度
 項目

25～29
(中期経営
プラン)

年　　度　　区　　分
25
実績 実績 実績 計画 実績予算

26 27 28 29

備考

備考

事　　業　　費　(億円)

事 業 名 ・ 目 的 決算額

27 28 増　△　減

年 間 給 水 量（千 ） 186,454 183,472 △2,982 △ 1.6%

787.00 148.79 155.15 162.12 169.00

上

水

道

整

備

事

業

１ 日 最 大 給 水 量（千 ） 552 536 △16 △ 2.9%
年 間 有 収 水 量（千 ） 165,373 165,842 469 0.3%
期 末 使 用 者 数 （件） 765,286 770,364 5,078 0.7%

（うち，上水道安全対策事業）
（うち，老朽管の布設替え）　

12.5

浄 水 処 理 強 化 対 策
鉛 製 給 水 管 解 消

項目 年度
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３　財政状況
　 　収益的収支 （税抜き） 　 　資本的収支 （税込み）

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％ 億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

274 79 275 83 1 04 0.4 建 設 企 業 債 65 76 95 70 29 94 45.5 

22 71 22 62 △  9 △ 0.4 借 換 企 業 債 55 45 31 30 △ 24 15 △ 43.6 

20 04 21 02 98 4.9 小　　計 121 21 127 00 5 79 4.8 

317 54 319 47 1 93 0.6 9 47 10 94 1 47 15.5 

給 与 費 50 95 50 13 △ 82 △ 1.6 19 87 68 著増 

退 職 給 付 引 当 金 1 23 2 61 1 38 著増 4 78 5 46 68 14.2 

小　　計 52 18 52 74 56 1.1 4 12 ― △ 4 12 皆減 

66 05 68 30 2 25 3.4 7 26 6 61 △ 65 △ 9.0 

114 62 115 61 99 0.9 147 03 150 88 3 85 2.6 

29 00 27 08 △ 1 92 △ 6.6 162 69 178 03 15 34 9.4 

261 85 263 73 1 88 0.7 建設企業債償還金 76 17 74 25 △ 1 92 △ 2.5 

55 69 55 74  5 ― 建 設 企 業 債
借 換 分 償 還 金 55 45 31 30 △ 24 15 △ 43.6 

(29 50) (29 95) 45 ― 建 設 企 業 債
償 還 積 立 金 6 74 6 74  0 0.0 

55 69 91 39 35 70 ― 小　　計 138 36 112 29 △ 26 07 △ 18.8 

55 69 55 74  5 ― 1 63 2 12 49 30.1 

― 35 65 35 65 ― 302 68 292 44 △ 10 24 △ 3.4 

△ 55 69 △ 91 39 △ 35 70 ― △ 155 65 △ 141 56 14 09 ― 

△ 20 04 △ 56 67 △ 36 63 ― 118 74 117 66 △ 1 08 ― 

△ 35 65 △ 34 72 93 ― 29 18 33 79 4 61 ― 

 0  0  0 ― △ 7 73 9 89 17 62 ― 

※　建設改良積立金の取崩しに伴う未処分利益剰余金の増加額 △ 8 73 1 16 9 89 ― 

　 　企業債未償還残高

億 百万円 億 百万円 億 百万円

1,594 07 1,615 52 21 45

　　　　　   　　 　 年度
 項目 27 年 度 決 算

長 期 前 受 金 戻 入 益

計

収

入

給 水 収 益
下水道使用料徴収等
経 費 負 担 金 等

職
員
給
与
費

（うち資産維持費）

当 年 度 純 △ 損 益

企
業
債
償
還
金

当 年 度 純 △ 損 益

一 般 会 計 出 資 金

　　　　　　 　  　 年度
 項目 27 年 度 決 算 28 年 度 決 算 増 △ 減

減 価 償 却 費 等 計

支

出

物 件 費

支 払 利 息 等

支

出

建 設 改 良 費

計

未 処 分 利 益 剰 余 金

計

基 金 繰 入 金

内

訳 そ の 他 未 処 分 利 益
剰余金変動額（※）

累 積 資 金 過 △ 不 足 額

国 庫 補 助 金

加 入 金

28 年 度 決 算 増 △ 減

収

入

企

業

債

工 事 負 担 金 等

基 金 造 成 費 等

繰 越 △ 損 益

利 益 処 分 額

建設改良積立金充当額

内

訳

資 本 金

当年度資金過△不足額

建 設 改 良 積 立 金

収 支 差 引 過 △ 不 足 額

損 益 勘 定 留 保 資 金 等

建 設 企 業 債

　　　　　　 　  　 年度
 項目

27 年 度 末
未 償 還 残 高

28 年 度 末
未 償 還 残 高 増 △ 減
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第２ 公共下水道事業特別会計
１　業務量

北部地域特定環境保全公共下水道からの流入を含む。

２　主要事業
　 　公共下水道整備計画（中期経営プラン）

実績は翌年度繰越分を含む。

(%)

(%)
(%) 特定環境保全公共下水道事業を含む。

(%) 特定環境保全公共下水道事業を含む。

　 　平成28年度事業

億 百万円

【地震対策】

【改築更新】

195 94
102 48
93 46

　伏見水環境保全センター：高速ろ過設備

内　　訳

主　　な　　事　　業　　内　　容

国庫補助金51.66億円，起債98.43億円，その他45.85億円

　朱雀地域：朱雀北幹線

　伏見水環境保全センター：分流系反応タンク

　山科三条雨水幹線，新川６号幹線，花見小路幹線，山科川１３－１号雨水幹線，伏見第３導水きょ

　管路地震対策（老朽管更新，耐震化），災害用マンホールトイレ

　伏見水環境保全センター：合流系最初ちんでん池

【高度処理施設の整備】
水 環 境 対 策

公

共

下

水

道

建

設

事

業
創 エ ネ ル ギ ー 対 策

計

決算額

25

15

【合流式下水道の改善】

62

08 　鳥羽水環境保全センター：汚泥消化タンク

事 業 名 ・ 目 的

下 水 道 機 能 維 持 ・ 向 上 対 策

浸 水 対 策 79

180,998
370,670

754,342（件）
（千 ）

期 末 使 用 者 数
年 間 有 収 汚 水 量

883.00

　　　　　　　　　　　　　　 年度
 項目

（千 ）年 間 流 入 下 水 量

759,633
181,579

27

事　　業　　費　(億円)

28

359,633

25～29
(中期経営
プラン)

101 45

53

　鳥羽水環境保全センター：第２東沈砂池

0.7%

計画

20.1

合 流 式 下 水 道 改 善 率

5,291

実績

40.0 43.5

175.00

23.6

実績

178.10 179.16

26
年　度　区　分

25

52.1 53.2

179.09 179.09182.73

23.6 23.6

99.5 99.599.5 99.5
53.251.3

66.2
99.5
53.2

61.7 63.1 63.1

53.2
99.5
66.2

事

業

効

果 高 度 処 理 人 口 普 及 率
下 水 道 人 口 普 及 率

雨 水 整 備 率
(10 年 確 率 降 雨 対 応 )

目標 99.5 99.5 99.5
51.0 51.0目標 53.2

目標 28.0

目標 66.2

20.7

 (財源) 
交 付 対 象 事 業
単 独 事 業

61.3

0.3%
△ 3.0%

581
△ 11,037

28.0

175.00
計画

増　△　減 備考

備考
予算

179.00

28.022.1

予算 実績実績
27 2928

項目 年度
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３　財政状況
　 　収益的収支 （税抜き） 　 　資本的収支 （税込み）

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％ 億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

221 40 222 28 88 0.4 建 設 企 業 債 97 54 101 48 3 94 4.0 

雨 水 処 理負担金 196 53 192 49 △ 4 04 △ 2.1 借 換 企 業 債 52 34 40 19 △ 12 15 △ 23.2 

そ の 他 負 担 金 7 58 7 31 △ 27 △ 3.6 小　　計 149 88 141 67 △ 8 21 △ 5.5 

小　　計 204 11 199 80 △ 4 31 △ 2.1 22 90 12 20 △ 10 70 △ 46.7 

6 78 6 56 △ 22 △ 3.2 44 72 51 66 6 94 15.5 

78 96 77 42 △ 1 54 △ 2.0 3 10 4 91 1 81 58.4 

511 25 506 06 △ 5 19 △ 1.0 220 60 210 44 △ 10 16 △ 4.6 

給 与 費 34 73 33 65 △ 1 08 △ 3.1 200 82 205 25 4 43 2.2 

退職給付引当金等 2 89 3 70 81 28.0 建設企業債等償還金 194 05 181 06 △ 12 99 △ 6.7 

小　　計 37 62 37 35 △ 27 △ 0.7 建 設 企 業 債
借 換 分 償 還 金 52 34 40 19 △ 12 15 △ 23.2 

90 84 90 42 △ 42 △ 0.5 建 設 企 業 債 等
償 還 積 立 金 14 76 4 16 △ 10 60 △ 71.8 

271 76 270 69 △ 1 07 △ 0.4 小　　計 261 15 225 41 △ 35 74 △ 13.7 

63 71 58 21 △ 5 50 △ 8.6  1 2 02 2 01 著増 

463 93 456 67 △ 7 26 △ 1.6 461 98 432 68 △ 29 30 △ 6.3 

47 32 49 39 2 07 ― △ 241 38 △ 222 24 19 14 ― 

― △ 2 50 △ 2 50 ― 213 14 219 41 6 27 ― 

47 32 46 89 △ 43 ― 33 99 37 65 3 66 ― 

58 61 84 84 26 23 ― 5 75 34 82 29 07 ― 

47 32 46 89 △ 43 ― △ 10 93 23 89 34 82 ― 

11 29 37 95 26 66 ― 

△ 58 61 △ 84 84 △ 26 23 ― 　 　企業債未償還残高

△ 20 66 △ 47 15 △ 26 49 ― 
億 百万円 億 百万円 億 百万円

3,025 18 2,926 76 △ 98 42

 0  0  0 ― 227 01 226 17 △ 84
※　減債積立金の取崩しに伴う未処分利益剰余金の増加額

　　    　　　　    年度
 項目

27 年 度 決 算

収

入

下 水 道 使 用 料

一
般
会
計

繰
入
金

浄 水 場 排 水 処 理
負 担 金 等

長 期 前 受 金 戻 入 益

計

28 年 度 決 算 増 △ 減 　　    　　　　     年度
 項目

27 年 度 決 算 28 年 度 決 算 増 △ 減

企

業

債収

入

計

工 事 負 担 金 等

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 出 資 金

建 設 企 業 債

増 △ 減

計 26△ 99933,152193,252

累 積 資 金 過 △ 不 足 額

27 年 度 末
未 償 還 残 高

28 年 度 末
未 償 還 残 高

　　    　　　　     年度
 項目

減 債 積 立 金 充 当 額

当年度資 金過△不足額

企
業
債
償
還
金

収 支 差 引 過 △ 不 足 額

損 益 勘 定 留 保 資 金 等

計

基 金 造 成 費 等

繰 越 △ 損 益

経 常 △ 損 益

特 別 △ 損 益

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額 （ ※ ）

資 本 費 平 準 化 債

支

出

建 設 改 良 費

計

支 払 利 息 等

当 年 度 純 △ 損 益

未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 △ 損 益内

訳

職
員
給
与
費

支

出

― 2669△ 3795△ 37減 債 積 立 金

資 本 金

利 益 処 分 額

内

訳

物 件 費

減 価 償 却 費 等
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第３ 地域水道特別会計

１　業務量

２　主要事業

３　財政状況
　 　歳入及び歳出

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

48 92

※　実質収支額は水道事業特別会計に引継ぐ。

　 　公債未償還残高

億 百万円 億 百万円 億 百万円

　　　　　　      年度
 項目

27年度決算 28年度決算 増　△　減 備考

年 間 有 収 水 量 （千 ） 424 427 3

年 間 給 水 量 （千 ） 573 538 △ 35 △ 6.1%

                                     年度
 項目 27年度決算 28年度決算 増　△　減

事　　　業　　　名 決算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

期 末 使 用 者 数 （件） 1,855 1,857 2 0.1%

0.7%

 2 △  5 △ 71.4
歳
　
　
　
　
入

分 担 金 及 び 負 担 金  7

59 著増
0.0

国 庫 支 出 金 25 84
使 用 料 及 び 手 数 料 87 87

地 域 水 道 整 備 費 44

 0

著増市 債 2 72 5 49 2 77
繰 入 金 5 39 5 13 △ 26 △ 4.8

そ の 他 38 24 △ 14 △ 36.8
91 30.1計 9 68 12 59 2

98.9
△ 42.3

歳
　
出

地 域 水 道 費 2 53 1 46 △ 1 07

計 9 65 12 06 2 41 25.0
1.1公 債 費 3 64 3 68  4

27 年 度 末
未 償 還 残 高

28 年 度 末
未 償 還 残 高 増　△　減

翌 年 度 繰 越 財 源  3  0 △  3

地 域 水 道 整 備 事 業 6億92百万円 中川・小野郷地域水道の整備等
（中川浄水場整備及び連絡配水管布設等）

97簡 易 水 道 事 業 債 67 18 70 15 2

                                     年度
 項目

歳 入 歳 出 差 引 額  3 53

実 質 収 支 額  0 53 53 ―
―

3 6 3

50 ―
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第４ 京北地域水道特別会計

１　業務量

２　主要事業

３　財政状況
　 　歳入及び歳出

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

66 02

※　実質収支額は水道事業特別会計に引継ぐ。

　 　公債未償還残高

億 百万円 億 百万円 億 百万円

20.6

　　　　　　      年度
 項目

27年度決算 28年度決算 増　△　減 備考

年 間 有 収 水 量 （千 ） 553 603 50 9.0% 28年度は,統合に伴う精算分57千 を含む。
年 間 給 水 量 （千 ） 688 657 △ 31 △ 4.5%

                                     年度
 項目 27年度決算 28年度決算 増　△　減

事　　　業　　　名 決算額 主　　な　　事　　業　　内　　容

 京北中部地域水道の再整備（配水管布設及び配水池等整備）

期 末 使 用 者 数 （件） 2,751 2,725 △ 26 △ 0.9%

 細野地域水道の再整備（配水池等整備）

京 北 地 域 水 道 再 整 備 事 業 23億81百万円

使 用 料 及 び 手 数 料 1 39 1 28 △ 11
 2 著増

△ 7.9
△ 13.7

分 担 金 及 び 負 担 金  1  3

10 10 41
国 庫 支 出 金 5 85 5 05 △ 80

そ の 他 48 77
市 債 8 02 9 54 1 52 19.0

△ 69 △ 6.2繰 入 金 11

歳
　
出

京 北 地 域 水 道 費 2 01
計 26 85 27 08 23 0.9

29 60.4

歳
　
　
　
　
入

京 北 地 域 水 道 整 備 費 23 24
88 △ 1 13 △ 56.2

36 1.5
21

計 26 69 26 13
公 債 費 1 02 1 23

翌 年 度 繰 越 財 源 16  0
歳 入 歳 出 差 引 額 16 95 79 ―

△ 56 △ 2.1

                                     年度
 項目

27 年 度 末
未 償 還 残 高

28 年 度 末
未 償 還 残 高 増　△　減

実 質 収 支 額  0 95 95 ―
△ 16 ―

簡 易 水 道 事 業 債 等 34 75 43 57 8 82
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第５ 特定環境保全公共下水道特別会計

１　業務量
　 　京北特定環境保全公共下水道

　 　北部地域特定環境保全公共下水道

２　主要事業

３　財政状況
　 　歳入及び歳出

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

※　実質収支額は公共下水道事業特別会計に引継ぐ。

　 　公債未償還残高

億 百万円 億 百万円 億 百万円

―

△ 39.3
4.0

△ 13.8△ 50
11 11

63

63 3 13

△

△1 08

△ 16.7
△ 9.4
△ 32.1

△ 1 25

34

増　△　減

9.3
△ 15.5

―

17

21
計 5 63 4 76

 0 34

27 年 度 末
未 償 還 残 高

28 年 度 末
未 償 還 残 高

68

増　△　減

1

27年度決算 28年度決算

1.7%

増　△　減

北部地域特定環境保全公共下水道運営

                                     年度
 項目

歳
　
　
　
　
入

分 担 金 及 び 負 担 金 28 17
使 用 料 及 び 手 数 料 1 24 1 29
繰 入 金 3

計 5

△ 11
 5

5 10 △
40 △  8

53
2 28
2 48

皆増

87

市 債
48

36
公 債 費 2 27

下 水 道 事 業 債

                                     年度
 項目

実 質 収 支 額

歳
　
出

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 費 3

42 67

そ の 他

事　　　業　　　名
京 北 特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 運 営

28年度決算27年度決算

279 280

31

17

12.4%251

976

備考

28年度は，統合に伴う精算分28千 を含む。

備考　　　　　　  　 年度
 項目

27年度決算 28年度決算 増　△　減

年間有収汚水量 （千 ） 377 422 45 11.9%

282

993

0.4%

　　　　　　      年度
 項目
年間流入下水量

年間有収汚水量

期 末 使 用 者 数

（千 ）

（千 ）

（件）

京北浄化センター及び管路等の維持管理

管路等の維持管理

主　　な　　事　　業　　内　　容決算額
1億34百万円

94百万円

期 末 使 用 者 数 （件） 778 862 84 10.8%
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